
 

的⽀援等を⾏い、早期復旧を⽬指していくこととしています。 
 

 
  

 
 

((11))「「平平成成2288年年((22001166年年))熊熊本本地地震震」」にによよるる甚甚⼤⼤なな被被害害  
熊本県熊本市

く ま も と し
の秋津

あ き つ
地区では、平成28(2016)年4⽉に発⽣した「平成28年(2016年)熊本地震」によ

り、農地のうねりや農道の陥没、パイプラインの破壊等の甚⼤な被害を受けましたが、被災農地の改
良復旧を通じて農地の集積や⼤区画化を推進し、同地震からの創造的復興を⽬指しています。 

 
((22))営営農農再再開開にに向向けけたた関関係係者者にによよるる協協議議とと創創造造的的復復興興  

⻨の収穫や⽔稲の作付作業を⽬前に被災した同地区では、地元関係
者等による営農対策会議を開催し、当⾯の営農⽅針を早急に取り決め
たほか、「秋津

あ き つ
地区

ち く
未来
み ら い

創造
そうぞう

プロジェクト会議
か い ぎ

」を⽴ち上げ、復旧に
当たっては、地域農業の未来を⾒据え、更なる発展を⽬指す「創造的
復興」に取り組むこととしました。 

平成29(2017)年9⽉から172haの農地を対象に着⼯された復旧⼯事
では、⼯事期間中も営農ができるよう⻨作期(1〜6⽉)と⼤⾖作期(7
〜12⽉)に分けて⼯事が実施されたほか、単に元の姿に戻すのではな
く、農地の⼤区画化を併せて⾏うなど、未来につながる基盤整備が⾏
われました。 

令和2(2020)年には約50haの農地で5年ぶりに⽔稲の作付けが⾏わ
れ、復旧⼯事は同年12⽉に完了し、令和4(2022)年には7年ぶりに⽔
稲の作付けが全⾯再開されました。同地区の農事組合法⼈秋津

あ き つ
営農
えいのう

組合
くみあい

が⼤⾖や⼩⻨との輪作体系の再開、⼟壌分析に基づく施肥設計や
堆肥の施⽤等を通じた単収向上の取組が評価され、令和6(2024)年度
農林⽔産祭内閣総理⼤⾂賞を受賞しました。 

 
((33))地地域域のの強強いい絆絆がが復復興興にに向向けけたた議議論論をを後後押押しし  

同地区では、⽔路の草刈りや景観形成活動等の共同活動を通じて、
地域住⺠間の強固なつながりが形成されており、このような地域の絆
が被災後の迅速な対応や将来に向けた前向きな議論をする上でも⼤
きな⽀えとなりました。今後とも、地域⼀体となって未来を⾒据えた
持続可能で安定的な営農を⽬指すこととしています。 

復復旧旧ししたた農農地地でで⼤⼤⾖⾖をを作作付付けけ  
資料：農事組合法⼈秋津営農組合 

共共同同でで草草刈刈りりをを実実施施  
資料：農事組合法⼈秋津営農組合 

図表7-2-2 令和5(2023)年度の⾃然災害からの復旧状況 

「「令令和和55年年梅梅⾬⾬前前線線にによよるる⼤⼤⾬⾬及及びび台台⾵⾵第第22号号」」にによよるる被被災災のの状状況況((写写真真左左))及及びび復復旧旧完完了了後後のの状状況況((写写真真右右))  
((和和歌歌⼭⼭県県))  

資料：農林⽔産省作成 

((事事例例))  熊熊本本地地震震被被災災農農地地をを改改良良復復旧旧しし、、創創造造的的復復興興をを推推進進((熊熊本本県県))  

 

 
第第22節節  ⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
我が国は⾃然災害が発⽣しやすい環境下にあることから、発災そのものを抑制する「防

災」、発⽣時の被害を⼩さくする「減災」、被災後速やかに同じ機能に戻す「復旧」、⽣活環
境や経済を含め質的な向上等を⽬指す「復興」を効果的に連携させ、災害に対する国⼟の
強 靱
きょうじん

性を⾼めることで、⾷料の安定供給を確保していくことが重要です。 
本節では、近年の⼤規模⾃然災害による被害の発⽣状況や災害からの復旧・復興に向け

た取組について紹介します。 
 

((11))  近近年年のの⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((近近年年はは地地震震やや⼤⼤⾬⾬等等にによよるる被被害害がが継継続続的的にに発発⽣⽣))  

「平成28年(2016年)熊本
くまもと

地震」、「平成30年北海道胆振
ほっかいどういぶり

東部
と う ぶ

地震」、「令和元年房総
ぼうそう

半島
はんとう

台
⾵」、「令和元年東⽇本台⾵」、「令和6年能登

の と
半島
はんとう

地震1」を始めとして、近年は⽇本各地で
地震や⼤⾬等による⼤規模な⾃然災害が発⽣する頻度が⾼まっています。我が国の農林⽔
産業では農作物や農地・農業⽤施設等に甚⼤な被害が発⽣しています(図図表表77--22--11)。 

 
((近近年年のの⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興をを推推進進))  

「令和4年8⽉3⽇からの⼤⾬」、「令和4年台⾵第14号・第15号」等により被災した農地・
農業⽤施設については、令和7(2025)年3⽉末時点で、災害復旧事業の対象となる4,564件
のうち約9割の4,201件で復旧が完了しました。 

「令和5年梅⾬前線による⼤⾬及び台⾵第2号」、「令和5年6⽉29⽇からの⼤⾬」等により
被災した農地・農業⽤施設については、令和7(2025)年3⽉末時点で、災害復旧事業の対象
となる6,286件のうち約6割の3,468件で復旧が完了しました(図図表表77--22--22)。 

農林⽔産省は、引き続き、関係する都道府県や市町村と連携し、復旧⼯法に関する技術

 
1 トピックス5を参照 

図表7-2-1 過去10年の農林⽔産関係の⾃然災害による被害額 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和6(2024)年の被害額は、令和7(2025)年3⽉末時点の数値 
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的⽀援等を⾏い、早期復旧を⽬指していくこととしています。 
 

 
  

 
 

((11))「「平平成成2288年年((22001166年年))熊熊本本地地震震」」にによよるる甚甚⼤⼤なな被被害害  
熊本県熊本市

く ま も と し
の秋津

あ き つ
地区では、平成28(2016)年4⽉に発⽣した「平成28年(2016年)熊本地震」によ

り、農地のうねりや農道の陥没、パイプラインの破壊等の甚⼤な被害を受けましたが、被災農地の改
良復旧を通じて農地の集積や⼤区画化を推進し、同地震からの創造的復興を⽬指しています。 

 
((22))営営農農再再開開にに向向けけたた関関係係者者にによよるる協協議議とと創創造造的的復復興興  

⻨の収穫や⽔稲の作付作業を⽬前に被災した同地区では、地元関係
者等による営農対策会議を開催し、当⾯の営農⽅針を早急に取り決め
たほか、「秋津

あ き つ
地区

ち く
未来
み ら い

創造
そうぞう

プロジェクト会議
か い ぎ

」を⽴ち上げ、復旧に
当たっては、地域農業の未来を⾒据え、更なる発展を⽬指す「創造的
復興」に取り組むこととしました。 

平成29(2017)年9⽉から172haの農地を対象に着⼯された復旧⼯事
では、⼯事期間中も営農ができるよう⻨作期(1〜6⽉)と⼤⾖作期(7
〜12⽉)に分けて⼯事が実施されたほか、単に元の姿に戻すのではな
く、農地の⼤区画化を併せて⾏うなど、未来につながる基盤整備が⾏
われました。 

令和2(2020)年には約50haの農地で5年ぶりに⽔稲の作付けが⾏わ
れ、復旧⼯事は同年12⽉に完了し、令和4(2022)年には7年ぶりに⽔
稲の作付けが全⾯再開されました。同地区の農事組合法⼈秋津

あ き つ
営農
えいのう

組合
くみあい

が⼤⾖や⼩⻨との輪作体系の再開、⼟壌分析に基づく施肥設計や
堆肥の施⽤等を通じた単収向上の取組が評価され、令和6(2024)年度
農林⽔産祭内閣総理⼤⾂賞を受賞しました。 

 
((33))地地域域のの強強いい絆絆がが復復興興にに向向けけたた議議論論をを後後押押しし  

同地区では、⽔路の草刈りや景観形成活動等の共同活動を通じて、
地域住⺠間の強固なつながりが形成されており、このような地域の絆
が被災後の迅速な対応や将来に向けた前向きな議論をする上でも⼤
きな⽀えとなりました。今後とも、地域⼀体となって未来を⾒据えた
持続可能で安定的な営農を⽬指すこととしています。 

復復旧旧ししたた農農地地でで⼤⼤⾖⾖をを作作付付けけ  
資料：農事組合法⼈秋津営農組合 

共共同同でで草草刈刈りりをを実実施施  
資料：農事組合法⼈秋津営農組合 

図表7-2-2 令和5(2023)年度の⾃然災害からの復旧状況 

「「令令和和55年年梅梅⾬⾬前前線線にによよるる⼤⼤⾬⾬及及びび台台⾵⾵第第22号号」」にによよるる被被災災のの状状況況((写写真真左左))及及びび復復旧旧完完了了後後のの状状況況((写写真真右右))  
((和和歌歌⼭⼭県県))  

資料：農林⽔産省作成 

((事事例例))  熊熊本本地地震震被被災災農農地地をを改改良良復復旧旧しし、、創創造造的的復復興興をを推推進進((熊熊本本県県))  

 

 
第第22節節  ⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
我が国は⾃然災害が発⽣しやすい環境下にあることから、発災そのものを抑制する「防

災」、発⽣時の被害を⼩さくする「減災」、被災後速やかに同じ機能に戻す「復旧」、⽣活環
境や経済を含め質的な向上等を⽬指す「復興」を効果的に連携させ、災害に対する国⼟の
強 靱
きょうじん

性を⾼めることで、⾷料の安定供給を確保していくことが重要です。 
本節では、近年の⼤規模⾃然災害による被害の発⽣状況や災害からの復旧・復興に向け

た取組について紹介します。 
 

((11))  近近年年のの⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((近近年年はは地地震震やや⼤⼤⾬⾬等等にによよるる被被害害がが継継続続的的にに発発⽣⽣))  

「平成28年(2016年)熊本
くまもと

地震」、「平成30年北海道胆振
ほっかいどういぶり

東部
と う ぶ

地震」、「令和元年房総
ぼうそう

半島
はんとう

台
⾵」、「令和元年東⽇本台⾵」、「令和6年能登

の と
半島
はんとう

地震1」を始めとして、近年は⽇本各地で
地震や⼤⾬等による⼤規模な⾃然災害が発⽣する頻度が⾼まっています。我が国の農林⽔
産業では農作物や農地・農業⽤施設等に甚⼤な被害が発⽣しています(図図表表77--22--11)。 

 
((近近年年のの⼤⼤規規模模⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興をを推推進進))  

「令和4年8⽉3⽇からの⼤⾬」、「令和4年台⾵第14号・第15号」等により被災した農地・
農業⽤施設については、令和7(2025)年3⽉末時点で、災害復旧事業の対象となる4,564件
のうち約9割の4,201件で復旧が完了しました。 

「令和5年梅⾬前線による⼤⾬及び台⾵第2号」、「令和5年6⽉29⽇からの⼤⾬」等により
被災した農地・農業⽤施設については、令和7(2025)年3⽉末時点で、災害復旧事業の対象
となる6,286件のうち約6割の3,468件で復旧が完了しました(図図表表77--22--22)。 

農林⽔産省は、引き続き、関係する都道府県や市町村と連携し、復旧⼯法に関する技術
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図表7-2-1 過去10年の農林⽔産関係の⾃然災害による被害額 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和6(2024)年の被害額は、令和7(2025)年3⽉末時点の数値 

1,107

6,282

2,236

5,811

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成27年
(2015)

30
(2018)

令和3
(2021)

6
(2024)

億円

371

第
7
章

農村白書2025_1-7.indd   371農村白書2025_1-7.indd   371 2025/05/13   10:09:242025/05/13   10:09:24



 

 
 

((激激甚甚災災害害のの指指定定にによよりり負負担担をを軽軽減減))  
令和6(2024)年に発⽣した災害については、「令和6年能登半島地震による災害」、「令和6

年6⽉8⽇から7⽉30⽇までの間の豪⾬による災害」、「令和6年8⽉10⽇から同⽉13⽇までの
間の暴⾵⾬による災害」、「令和6年8⽉26⽇から9⽉3⽇までの間の暴⾵⾬及び豪⾬による災
害」、「令和6年9⽉20⽇から同⽉23⽇までの間の豪⾬による災害」が激甚災害に指定されま
した(図図表表77--22--55)。これにより、被災した地⽅公共団体等は財政⾯での不安なく、迅速に復
旧・復興に取り組むことが可能になりました。また、農地・農業⽤施設等の災害復旧事業
についても、激甚災害指定により、地⽅公共団体、被災農業者等の負担が軽減されること
とされました。 

 

 

図表7-2-5 令和6(2024)年発⽣災害における激甚災害指定 

資料：内閣府資料を基に農林⽔産省作成 
注：1) 「本激」は、対象区域を全国として指定するもの。「局激(局地激甚災害)」は、対象区域を市町村単位で指定するもの。「早局(早期

局地激甚災害)」は、局激のうち査定⾒込額が明らかに指定基準を超えるもの 
2) 本激及び早局は災害発⽣後早期に指定。局激は通常年度末にまとめて指定 

事前公表 閣議決定 公布・施⾏
区分 対象

令和6年能登半島地震による
災害

R6.1.1 本激

農地、農業⽤施設、林
道、共同利⽤施設、公
共⼟⽊施設、共同利⽤
⼩型漁船

-
R6.1.11

(10⽇間)
R6.1.11

(10⽇間)

令和6年6⽉8⽇から7⽉30⽇ま
での間の豪⾬による災害

R6.6.8〜
7.30

本激
農地、農業⽤施設、林
道、共同利⽤施設、公
共⼟⽊施設

R6.8.6
(59⽇間)

R6.9.6
(90⽇間)

R6.9.11
(95⽇間)

早局
農地、農業⽤施設、林
道(1市)

R6.9.13
(34⽇間)

R6.10.11
(62⽇間)

R6.10.17
(68⽇間)

局激
農地、農業⽤施設、林
道(1町)

- R7.3.7 R7.3.12

令和6年8⽉26⽇から9⽉3⽇ま
での間の暴⾵⾬及び豪⾬によ
る災害

R6.8.26〜
9.3

本激
農地、農業⽤施設、林
道、共同利⽤施設

R6.9.20
(25⽇間)

R6.10.25
(60⽇間)

R6.10.30
(65⽇間)

令和6年9⽉20⽇から同⽉23⽇
までの間の豪⾬による災害

R6.9.20〜
9.23

本激
農地、農業⽤施設、林
道、公共⼟⽊施設

R6.10.5
(15⽇間)

R6.10.25
(35⽇間)

R6.10.30
(40⽇間)

令和6年8⽉10⽇から同⽉13⽇
までの間の暴⾵⾬による災害

R6.8.10〜
8.13

災害の名称 発⽣⽇ 激甚指定
（発災からの⽇数）

「「令令和和66年年77⽉⽉2255⽇⽇かかららのの⼤⼤⾬⾬」」にによよりり  
⼟⼟砂砂がが流流⼊⼊ししたた農農地地((秋秋⽥⽥県県))  

災災害害にに関関すするる情情報報((農農林林⽔⽔産産省省))  
URL：https://www.maff.go.jp/j/saigai/index.html 

 

((22))  令令和和66((22002244))年年ににおおけけるる⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧  
((令令和和66((22002244))年年はは55,,881111億億円円のの被被害害がが発発⽣⽣))  

令和6(2024)年においては、「令和6年能登半島地震」、「令和6年7⽉25⽇からの⼤⾬」等
により、広範囲で河川の氾濫等の被害が発⽣しました。これらの災害による農林⽔産関係
の被害額は5,439億円となりました(図図表表77--22--33、、図図表表77--22--44)。 

このほか、⼤雪、⼤⾬等による被害が発⽣したことから、令和6(2024)年に発⽣した主
な⾃然災害による農林⽔産関係の被害額は5,811億円となりました。 

 

 
 

 

図表7-2-4 令和6(2024)年の主な⾃然災害による農林⽔産関係の被害状況 

資料：農林⽔産省作成 

時期 地域 主な特徴と被害

令和6年能登
半島地震

1⽉1⽇ 北陸地⽅

・

・

⽯川県能登地⽅を震源として、⽯川県で最⼤震度7を観測した
地震
農地・農業⽤施設等における被害、林地・林道施設等におけ
る被害、漁船の転覆・沈没、漁港における地盤隆起による海
底露出等の被害が発⽣

令和6年7⽉25
⽇からの⼤⾬

7⽉25⽇
〜26⽇

東北地⽅、
北陸地⽅、
関東地⽅

・

・

北⽇本に停滞した梅⾬前線の影響で、東北地⽅の⽇本海側を
中⼼に北⽇本から⻄⽇本で⼤⾬
農作物の冠⽔・浸⽔等、農地・農業⽤施設等における被害、
林地・林道施設等における被害、漁船等の流出、漁港におけ
る泊地埋そく等の被害が発⽣

令和6年台⾵
第10号

8⽉27⽇〜
9⽉3⽇

九州地⽅、
四国地⽅、
東海地⽅等の
全国各地

・

・

動きの遅い台⾵第10号や温かく湿った空気の影響が続いたた
め、⻄⽇本から東⽇本の太平洋側を中⼼に記録的な⼤⾬。⼤
気の状態が⾮常に不安定となり、各地で⻯巻等の激しい突⾵
が発⽣
農地・農業⽤施設等における被害、林地・林道施設等におけ
る被害、漁港における泊地埋そくの被害が発⽣

令和6年9⽉20
⽇からの⼤⾬

9⽉20⽇
〜23⽇

北陸地⽅、
東北地⽅、
中国地⽅、
四国地⽅、
九州地⽅

・

・

低気圧や前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだ影響
で⼤気の状態が⾮常に不安定となり、東北地⽅から⻄⽇本に
かけての広い範囲で雷を伴った⼤⾬
農作物の冠⽔等、農地・農業⽤施設等における被害、林地・
林道施設等における被害、漁港における泊地埋そく等の被害
が発⽣

図表7-2-3 令和6(2024)年の主な⾃然災害による農林⽔産関係の被害額 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和7(2025)年3⽉末時点の数値 

(単位：億円)

農作物等
農地・農業
⽤施設等

令和6年能登半島地震 1,785.1 303.8 1,481.3 900.9 1,078.3 3,764.3
令和6年7⽉25⽇からの⼤⾬ 414.5 117.0 297.5 216.5 1.0 632.0
令和6年台⾵第10号 227.8 37.2 190.6 178.5 8.6 414.9
令和6年9⽉20⽇からの⼤⾬ 395.8 11.0 384.8 231.4 0.1 627.3
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((激激甚甚災災害害のの指指定定にによよりり負負担担をを軽軽減減))  
令和6(2024)年に発⽣した災害については、「令和6年能登半島地震による災害」、「令和6

年6⽉8⽇から7⽉30⽇までの間の豪⾬による災害」、「令和6年8⽉10⽇から同⽉13⽇までの
間の暴⾵⾬による災害」、「令和6年8⽉26⽇から9⽉3⽇までの間の暴⾵⾬及び豪⾬による災
害」、「令和6年9⽉20⽇から同⽉23⽇までの間の豪⾬による災害」が激甚災害に指定されま
した(図図表表77--22--55)。これにより、被災した地⽅公共団体等は財政⾯での不安なく、迅速に復
旧・復興に取り組むことが可能になりました。また、農地・農業⽤施設等の災害復旧事業
についても、激甚災害指定により、地⽅公共団体、被災農業者等の負担が軽減されること
とされました。 

 

 

図表7-2-5 令和6(2024)年発⽣災害における激甚災害指定 

資料：内閣府資料を基に農林⽔産省作成 
注：1) 「本激」は、対象区域を全国として指定するもの。「局激(局地激甚災害)」は、対象区域を市町村単位で指定するもの。「早局(早期

局地激甚災害)」は、局激のうち査定⾒込額が明らかに指定基準を超えるもの 
2) 本激及び早局は災害発⽣後早期に指定。局激は通常年度末にまとめて指定 
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での間の豪⾬による災害
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R6.10.5
(15⽇間)

R6.10.25
(35⽇間)
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までの間の暴⾵⾬による災害
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災害の名称 発⽣⽇ 激甚指定
（発災からの⽇数）
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⼟⼟砂砂がが流流⼊⼊ししたた農農地地((秋秋⽥⽥県県))  

災災害害にに関関すするる情情報報((農農林林⽔⽔産産省省))  
URL：https://www.maff.go.jp/j/saigai/index.html 

 

((22))  令令和和66((22002244))年年ににおおけけるる⾃⾃然然災災害害かかららのの復復旧旧  
((令令和和66((22002244))年年はは55,,881111億億円円のの被被害害がが発発⽣⽣))  
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により、広範囲で河川の氾濫等の被害が発⽣しました。これらの災害による農林⽔産関係
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1⽉1⽇ 北陸地⽅
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⽯川県能登地⽅を震源として、⽯川県で最⼤震度7を観測した
地震
農地・農業⽤施設等における被害、林地・林道施設等におけ
る被害、漁船の転覆・沈没、漁港における地盤隆起による海
底露出等の被害が発⽣

令和6年7⽉25
⽇からの⼤⾬

7⽉25⽇
〜26⽇

東北地⽅、
北陸地⽅、
関東地⽅

・

・

北⽇本に停滞した梅⾬前線の影響で、東北地⽅の⽇本海側を
中⼼に北⽇本から⻄⽇本で⼤⾬
農作物の冠⽔・浸⽔等、農地・農業⽤施設等における被害、
林地・林道施設等における被害、漁船等の流出、漁港におけ
る泊地埋そく等の被害が発⽣

令和6年台⾵
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9⽉3⽇

九州地⽅、
四国地⽅、
東海地⽅等の
全国各地

・

・

動きの遅い台⾵第10号や温かく湿った空気の影響が続いたた
め、⻄⽇本から東⽇本の太平洋側を中⼼に記録的な⼤⾬。⼤
気の状態が⾮常に不安定となり、各地で⻯巻等の激しい突⾵
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図表7-2-3 令和6(2024)年の主な⾃然災害による農林⽔産関係の被害額 
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